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災害廃棄物とは

関連規定の抜粋（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、
処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向
上を図ることを目的とする。

第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は生活環境に重大な被害を生じさせる
ものを含むおそれがあることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止しつつ、その
適正な処理を確保することを旨として、円滑かつ迅速に処理されなければならない。

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、災害その他の事由により特に必要
となつた廃棄物の処理を行うために要する費用の一部を補助することができる。

○自然災害に直接起因して発生する廃棄物のうち、生活環境保
全上の支障へ対処するため、市区町村等がその処理を実施す
るもの。

災害廃棄物とは

⇒廃棄物処理法に則り市町村が収集・運搬し、適正に処理を行う必要がある。

ただし、大規模災害など市町村による処理が困難な場合には、処理の一部
について、都道府県への事務委託又は国による代行処理を行う場合がある。

1.災害廃棄物とは
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近年の災害発生状況

出典：環境省災害廃棄物対策フォトチャンネル http://kouikishori.env.go.jp/photo_channel/

平成30年北海道胆振東部地震

平成23年東日本大震災 平成28年熊本地震

1.災害廃棄物とは
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近年の災害発生状況

出典：環境省災害廃棄物対策フォトチャンネル http://kouikishori.env.go.jp/photo_channel/

令和2年8月豪雨 令和3年8月豪雨

令和4年8月豪雨

熊本県人吉市 青森県むつ市

新潟県村上市

1.災害廃棄物とは
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近年の災害発生状況

出典：環境省 他

令和5年5月地震 令和5年7月豪雨石川県珠洲市 秋田県秋田市

1.災害廃棄物とは

約3年全壊：491
半壊：1,816
（住家のみ）

7.4万トン平成30年9月地震北海道胆振東部地震
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近年の大規模災害の災害廃棄物の発生量､処理期間

出典：環境省 災害廃棄物対策に関するシンポジウム（令和4年１月26日）講演資料より抜粋・加筆
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1.災害廃棄物とは

特 徴災害発生場所自然災害のタイプ
・地震の揺れによる家屋等のと倒壊被害
・余震の継続期間は初動活動は遅れる
・災害廃棄物は家屋解体物が主体
・解体棟数の把握、解体工程計画が難題

震源付近

(主に断層等）

地震 （直下型）

（家屋の倒壊）

・海域の震源を起因とした津波による被害
・津波遡上による建設物等の大規模倒壊
・津波堆積土を含んだ混合廃棄物主体
・発生時から混合状態であり分別・選別が難題

沿岸部

（津波遡上域）

地震 （プレート型）

（津波災害）

・集中豪⾬による⼭間部の⼟⽯流の被害
・山間部の谷口付近に局所的な発生
・崩落⼟砂・巨⽯・流⽊を多く含む
・⼟砂・流⽊が多く占め、⼟砂等の処理先が難題

山間部

（谷部口）

水 害

（土砂災害）

・台⾵や線状降⽔帯による河川増⽔
・堤防越水、決壊による広域浸水被害
・浸⽔解消後、⽚付けごみが短期に⼤量に発⽣
し、仮置場への搬⼊計画、管理が難題

河川低地

（氾濫浸水域）

水 害

（河川氾濫）

家屋の倒壊 津波災害 土砂災害 河川氾濫

災害の種類による災害廃棄物の発生場所と特徴
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1.災害廃棄物とは

災害廃棄物の分類

柱材・角材 可燃系混合物

漁具、漁網

コンクリートがら 金属くず 畳類

平時の処理や、災害時の委託先を勘案し、分別種類を決定する

プラスチック その他（処理困難物）

不燃系混合物

堆積物（土砂等）

住民が自宅内にある被災したものを片付ける際に
排出される片付けごみと、損壊家屋の撤去（必要
に応じて解体）等に伴い排出される廃棄物がある。
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1.災害廃棄物とは
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津波堆積物（宮古市） コンクリートがら（洋野町）

漁具・漁網（洋野町） 混合廃棄物（久慈市）

津波により破損し、海より引き揚げられた
漁網や浮き等の漁具が主体

海底や海岸に堆積していた砂泥が津波により陸上に打
ち上げられたものであり、小粒コンクリート片や粉々
になった壁材等が混入したもの。

主に建物や基礎等の解体により発生したコンクリート片やコン
クリートブロック等であり、鉄筋等が混在している不燃物

小粒コンクリート片や粉々になった壁材等と木片・プラス
チック等が混在したもののうち、木材が多く、おおむね可燃
性のもの。破砕選別により可燃系廃棄物、不燃系廃棄物、お
よび津波堆積土に分類される

災害廃棄物の分類
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1.災害廃棄物とは

思い出の品の展示・返却（仙台市）トランス等の保管状況（宮城県）LPガスボンベ（宮城県南三陸町）

消火器（宮城県） 石膏ボード集積状況（宮城県） 被災船舶の仮置場

廃家電集積状況①（宮古） タイヤ集積状況 木くずなど災害廃棄物（宮城県）

災害廃棄物の分類
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1.災害廃棄物とは

出典：災害廃棄物に関する研修ガイドブック
国立研究開発法人国立環境研究所 2017年３月

粗選別（重機・手選別） 破砕・選別

留意事項
・災害の種類、規模により、仮置場の役割（広さ、重機配備、処理方法）が大きく変わる。
・受入れ先の品質要求により、破砕・選別等の処理方法が変わる。
・水害などは、片付けごみが短期に大量に発生するため、片付けごみ用の仮置場が必要である。

※二次仮置場は災害
規模に応じて設置

災害廃棄物仮置場の種類
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2.災害廃棄物処理の流れ

 仮置場の名称や使い方に明確な規定はなく、自治体により災害廃棄物処理

への記載内容や実際の災害対応事例は異なる。

特 徴名 称

・災害廃棄物の前処理(粗選別等)を行い二次仮置場へ積み替える拠点とし

ての機能を持つ。

・被災現場から災害廃棄物(可能な限り発災現場で分別したもの)を一次仮

置場に集積した後、粗選別を行う。

・被災した住民が、自ら災害廃棄物（片付けごみ）を持ち込むことを想定し

ている場合もある。

・片付けごみ用の一次仮置場の場合、被災後できるだけ速やかに、被災地区

に比較的近い場所に設置し、数か月間に限定して受け入れる。

・軒先や路上などに排出された災害廃棄物を早急に撤去するために、自治体

等が片付けごみを収集運搬することもある。

一次仮置場

・一次仮置場から運ばれてきた災害廃棄物を中間処理(破砕・選別等)する

とともに、再資源化された復興資材を保管する機能を持つ。

・処理体制に応じて、二次仮置場内に仮設焼却炉を併設する場合もある。

二次仮置場
※災害規模に応じて設
置するもの

災害廃棄物仮置場の種類
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2.災害廃棄物処理の流れ



 発災直後から発生する片付けご
みを受け入れるために、直後～数
日中に設置することが望ましい。

 設置場所は、公園等の比較的面
積が狭い場所も利用される。

 混合廃棄物が発生するのは主に
、住民が搬入する一次仮置場で
あり適切な管理には自治体によ
る初動対応が重要。

住民が搬入するための一次仮置場の事例

搬入される主な災害廃棄物
片付けごみ（住民が車両で搬入可能なもの）
・家具
・家電製品
・畳、布団
・金属くず
・可燃・不燃系混合物
その他
（生ごみ等の生活ごみは搬入不可）

一次仮置場（住民集積場）
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2.災害廃棄物処理の流れ

 重機を用いた積込や選別作業が
行われる。

 廃棄物の搬入等は、事業者によ
る場合が多いが、住民による持
ち込みも含む場合がある。

 重機等が稼働することから、あ
る程度の広さ（数千m2）が必要。

 設置には、発注等の事業者への
調整が必要で、発災から数週間
程度。

搬入される主な災害廃棄物
・コンクリートがら
・有害性廃棄物
・廃自動車
・土砂混じり廃棄物
・家屋解体廃棄物
・片付けごみ
その他

一次仮置場設置運営の事例

一次仮置場
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2.災害廃棄物処理の流れ

 一次仮置場で粗選別された廃棄物
を処理の効率化のために集約する。

 廃棄物の搬入を含む設置・維持管
理は、事業者により行い、住民の立
ち入りは不可。

 中小規模の災害では設置されない
場合も多い。

 大規模災害時は、破砕・選別を行う
中間処理施設や仮設焼却炉の設置
が想定される。

 東日本大震災では津波堆積物の中
間処理は二次仮置場で行われた。

 なるべく広い敷地が必要（数ha）。
 設置には、発注等の事業者との調

整が必要で、発災から数か月程度、
中間処理施設、特に仮設焼却炉を
設置する場合は設置まで1年程度
必要となる。

二次仮置場設置運営の事例

中間処理施設あり

中間処理施設なし
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二次仮置場
2.災害廃棄物処理の流れ

土壌調査（事前）

土壌調査（事後） 復旧工事 返還立会

契約（用地）

契約（仮置場整備） 整備工事 資機材の手配

契約（収集運搬・仮置場管理）

仮置場の設置方針

環境管理 運搬管理（搬出入）

対応部署の体制

時
間
経
過

仮置場の検討開始検討

地権者交渉 候補地の確定候補地の選定選定

整備

供用

復旧

時間経過

東日本大震災 岩手県の事例
仮置場整備 運搬管理（重量計測） 運搬管理（処理/処分）

広報：仮置場での受⼊体制が整い次第、住⺠等に周知

仮置場運営 人員・資機材の確保と運営体制の確立
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2.災害廃棄物処理の流れ
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民 有 地公 有 地項 目

工場用地、未利用工場跡地、住宅地、農地、等
遊休地や未利用地、公園、駐車場、埋立地、
埋立跡地、等具体例

▲一定の面積を確保するには、地権者、筆数が多
岐に渡る場合が多い。

◎比較的に大規模な土地が多い。
面積・
筆数等

▲協議に時間が必要。
 災害廃棄物処理事業の意義や安全性（交通

渋滞や環境影響など）に対する理解のための
地元説明会の開催等。

 関係者の要望が多岐に渡り、意思決定に地
元住民の理解や全ての地権者の同意が必要。

▲関係者が多いと事務処理が煩雑。
 地権者の連絡先、避難先の情報収集、相続

人の特定などの把握、契約会の開催等。

◎意思決定が組織的なものである。
◎国、県、市町村との調整が行いやすい。

協議時間

◎事前に他用途（応急仮設住宅など）が決まって
いない土地が多い。

▲応急仮設住宅等に利用され、災害廃棄物
の仮置場に利用できない可能性もある。

土地の
用途

▲借地単価の設定方法が課題◎基本的に問題なしと考える。借地単価

▲事前に土地の調査を実施しておくことが望ましい。
▲返還時に現状復旧を行う場合、復旧時間、施工、
経済的な負担が大きい。（特に農地の場合）

▲事前に土地の調査を実施しておくことが望ましい。

▲返還時に現状復旧を行う場合、復旧時間、施工、
経済的な負担が大きい。

その他
課題等

留意点：仮置場の選定 公有地と民有地の比較
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3.仮置場とその重要性

事例紹介：熊本地震（熊本市）
住民は廃棄物をごみステーションへ
それを収集運搬し仮置場で集約
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仮置場の設置例

メリット ：

デメリット： ・ごみステーション周辺に生活ごみを含む大量の災害
廃棄物が排出された。
・収集が追い付かず、歩道だけでなく車道までごみが
溢れ返る状況となり、車両の通行に支障をきたす原
因となった。

出典：平成28年熊本地震における災害廃棄物処理の記録（平成30年 熊本県循環社会推進課） を編集

・住民の搬入の負担が軽減された。
・新たに用地確保の必要がなかった。

災害廃棄物と生活ごみ
の収集場所が同一

3.仮置場とその重要性

事例紹介：九州北部豪雨（朝倉市）
仮置場を3箇所設置
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仮置場の設置例

メリット ：

デメリット： ・搬入までの渋滞発生。→勝手仮置場の発生。
・搬入が長時間続くため、搬出作業が難しい。
・飽和状態になると、敷地内での分別が困難。

出典：環境省

・数か所であれば、管理にかかる人員の管理が容易
・可能な限り被災地に近い場所に設置することで、
住民の搬入の負担軽減がはかれる。

・堆積量の把握が容易である。

災害廃棄物は仮置場へ

勝手仮置場

3.仮置場とその重要性
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仮置場での分別例

事例紹介：熊本地震（益城町）

出典：平成28年熊本地震における災害廃棄物処理の記録（平成30年 熊本県循環社会推進課） を編集

詳細な誘導なしに受け入れ 分別されないままに積みあがる。
危険物と思わしきものまで混入。

発災2日後に環境省の指導により、

6品目（可燃物、不燃物、瓦、コンクリート、木材、家電類）に分別したうえで収集。

搬入量は増加の一途をたどる一方、集積した廃棄物を搬出するに
は至らなかった。灯油缶や農薬などの危険物がガレキの山から発見
されることもあった。

仮置場の状況 発災2日後

3.仮置場とその重要性
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仮置場の管理例

事例紹介：熊本地震（益城町）

仮置場の管理は、役場職員では全く足りず、県職員の応援やボランティアで管理要員を確保。

→発災11日目から、
（一社）熊本県産業廃棄物協会（現：（一社）熊本県産業資源循環協会）との協定に基づき、
民間事業者による仮置場の管理を開始。

開設から半日程度が管理の要点
市民への広報、現場での分別指導、見せごみ・看板・ロープでの仕切り等
山ができてから分別をお願いしても難しい

役場職員は、昼間に仮置場の整理業務を行い、夜間に避難所対応業務を行うことも。

技術・マンパワー
不足

出典：環境省

3.仮置場とその重要性

仮置場では、災害廃棄物をできるだけ分別して集積する。
分別の徹底は、処理期間の短縮や最終処分量の削減、処理費用の削減につなが
ることになる。

 仮置場内の渋滞や混乱を避けるために一方通行の動線とし、分別種類ごと
の分別配置図と看板を設置する。

 分別品目ごとの看板を作成して設置する。看板がすぐに作成できない場合は、
見せごみ（種類別に集積したがれきの山）を設置する。

 災害廃棄物は種類ごとの発生量や
体積の違いを考慮し、区分ごとのス
ペースの大小を決める。

 災害廃棄物を荷下ろしする順番は、
搬入する住民が荷下ろししやすいよ
うな順番となるよう工夫する。
例：家電類や畳等の分類が判りやす

いものを先にする
出典：「市町村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き」環境省東北地方環境事務所
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仮置場を設置する際の留意事項
3.仮置場とその重要性

【廃棄物種類別の留意点】
 可燃物・木くず：火災の発生を防ぐため、

積み上げ高さは5m以下にする。
（腐敗性のあるもの（例えば畳）は2m以下）
また、山と山の間隔を２ｍ以上離すようにする。
離隔を考慮した面積を確保する。

 家電4品目：形を維持できているものは、家電リサイクルでの処理を行う
ため、仮置場では平置き（重ねて置かないように）する。
平置きを考慮した面積を確保する。

仮置き時

搬出時

22

仮置場を設置する際の留意事項
3.仮置場とその重要性

主な役割必要人員

仮置場全体の管理（安全管理、空き状況把握、連絡調整等）現場責任者

搬入物の確認（質、量）受付

交通整理（出入口での車両誘導、場内の誘導）誘導員

荷下ろしの補助、分別の確認・指導補助員

受入時間外の警備（不法投棄や盗難の防止）警備員

【人員の確保】

 仮置場を運営管理するためには、人員が必要となる。

 仮置場に廃棄物担当職員を配置できない場合、災害対策本部、庁内他部署、

シルバー人材センター、災害ボランティアセンター、近隣市町村、市町村OB、

建設業者または廃棄物関係業者等、あらゆる手段を尽くして人員を確保し、

常時複数人が作業に当たれる体制とする。

 理想的には、災害廃棄物の種類ごとに人が配置できると良い。

【人員配置】

仮置場で必要となる人員

23

3.仮置場とその重要性



道路脇に残置（平成27年9月関東・東北豪雨：常総市HPより） 公園内に残置 （令和元年東日本台風：福島県内）

家屋前に残置 （令和２年7月豪雨：熊本県内） 歩道上に残置 （令和元年東日本台風：福島県内） 24

初動期で発生する災害廃棄物の特徴（片付けごみ）
3.仮置場とその重要性

 河川氾濫の場合、発
災直後（浸水解消
後）から、片付けごみ
が急増する。

 仮置場の設置の遅れ
や広報が不⼗分であ
れば、未管理仮置場
が多く発生する。

 これらの管理と回収計
画が必要となる。

某市で発生した未管理仮置場 台風による水害

道路脇に残置 公園に残置

25

初動期で発生する災害廃棄物の特徴（片付けごみ）
3.仮置場とその重要性

26

災害時の一般廃棄物処理に係る初動対応

出典：災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き http://kouikishori.env.go.jp/guidance/initial_response_guide/

災害時には、
平時からの処理（生活ごみ等） と
災害時に特有な処理（避難所ごみ等） を並行して実施する。

4.必要な体制(人員)整備

27

災害時の一般廃棄物処理に係る初動対応

出典：災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き http://kouikishori.env.go.jp/guidance/initial_response_guide/ を編集

災害後、可及的速やかに（遅くとも3日以内）に仮置場を設置
しなければならない。

１）安全及び組織体制
の確保

２）被災情報の収集・
処理方針の判断

３）生活ごみ・避難所
ごみ・し尿の処理体
制の確保

４）災害廃棄物の処理
体制の確保

５）継続的な一般廃棄
物処理体制の確保

① 身の安全の確保

② 通信手段の確保

③ 安否情報・
参集状況の確認※

④ 災害時組織体制
への移行

① 被害状況収集開始及
び道への連絡

② 翌日以降の廃棄物処
理の可否の判断

③ 災害廃棄物発生量推
計に向けた情報収集

④ 被災状況の把握と
支援要否の判断

〔原則支援を要請〕

⑤ 被災状況に応じた
支援要請

①-1 生活ごみ､避難所ご
みの収集運搬体制の確保

①-2 し尿の収集運搬
体制の確保

② 住民・ボランティア
への周知

③ 収集運搬の実施

① 仮置場の確保

② 災害廃棄物の
回収方法の検討

③ 収集運搬車両・
資機材・人員の確保

④ 住民・ボランティア
への周知

⑤ 仮置場の設置・管理
・運営

① 継続的な処理体制
への移行

② 一般廃棄物処理の
継続

③ 初動対応以降の
処理方針の検討

フェーズ 分類

〜12時間

(水害の場合は

発災前から

実施）

〜24時間

〜3日

〜1週間

〜3週間

※ 委託業者､許可業者
への確認も含む

注１) 左側の「フェーズ」は、それぞれの初動対応を実施または開始する時期である。
一部の初動対応（例：連絡、情報収集、周知等）は、その後も継続して実施する。

災害発生

4.必要な体制(人員)整備



意思決定を⾏う部⾨やキーマンを定め、他部局も含めた組織体制を構築することが必要。

また、国や都道府県のほか、災害対応経験者の応援や専門家、地元の業界との連携も有効。

初動時の対応 組織体制の早期設置

28

4.必要な体制(人員)整備

出典：「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」（令和3年3月改訂、環境省）

29

主な連携先と連携事項（例）
4.必要な体制(人員)整備

組織体制の構築の事例

30出典：「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」令和3年3月 環境省再生資源循環局災害廃棄物対策室

740,822人 (H27.10.1)人口

直営・委託収集運搬

東部環境工場
600トン/日
(直営運転)
西部環境工場
280トン/日
(委託運転)

中間処理
（焼却）

236千トン (H27)一般廃棄物
年間総排出量

６強最大震度

2,454棟全壊

15,163棟半壊

98,593棟一部損壊

最大267箇所
(H28.4.21)

避難所数

最大344基 (H28.4.23)仮設トイレ設置数

東部環境工場
H28.5.1：2号炉仮復旧
H28.5.18：1号炉仮復旧

主な施設被害

1,479千トン
(推計)

災害廃棄物の
発生量

（平時の一般廃棄物処理体制）

（被害概要）

【事例 ： 平成28年熊本地震 熊本市】

4.必要な体制(人員)整備

災害廃棄物処理での連携体制

出典：災害廃棄物対策の基礎 ～過去の教訓に学ぶ～（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課 災害廃棄物対策
チーム、平成26年3月31日） 31

4.必要な体制(人員)整備



災害廃棄物処理の経験・知見を有する自治体職員が、災害廃棄物処理の方針にかか
る助言・調整や、災害廃棄物処理の個別課題の対応にかかる助言・調整等を実施。

出典：環境省HP（災害廃棄物対策情報サイト）

災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）

32

4.必要な体制(人員)整備

東日本大震災の教訓を踏まえ、災害廃棄物対策に係る知見及び技術を有効に活用し、
国、自治体、事業者の連携により災害対応力向上につなげることを目的とし発足。

出典：環境省HP（災害廃棄物対策情報サイト）

災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）

33

4.必要な体制(人員)整備

34

【令和元年東日本台風】要請した協定内容について
自治体名 協定先 協定名称 要請内容

長野県
（一社）長野県資源循環
保全協会

災害時等の災害廃棄物の処理等に関する協定書
長野市からの要請（仮置場の運営、災害
廃棄物の運搬）

大阪市 中部ブロック経由で全都清へ要請
勝手置場のごみ収集運搬（ONE
NAGANO）

町田市 災害時における相互応援に関する協定書 勝手置場のごみ収集運搬

県内市町村 長野県市町村災害時相互応援協定
勝手置場のごみ収集運搬、仮置場荷下ろ
し・不燃物搬出

長野市生活環境協同組
合

災害時におけるし尿収集運搬協定 被災地域のし尿収集運搬

長野市委託浄掃事業協
同組合

災害時の廃棄物収集運搬業務に関する協定
勝手置場のごみ収集運搬、仮置場から処
理施設運搬

長野県レッカー協会 災害時における障害物除去等の協力に関する協定 被災車両の移動撤去

株式会社アクティオ 災害時における応急対策業務に関する協定 運搬車両・重機借上

千曲市建設業協会 災害時における緊急支援に関する協定 運搬車両・重機借上

長野県建設業協会更埴
支部

災害時における応急対策業務に関する協定 運搬車両・重機借上

佐久市建設業協会 災害時における応急措置に関する協定 災害廃棄物収集運搬、仮置場整備等

一般社団法人日本建設
機械レンタル協会長野
支部

災害時における資機材レンタルの協力に関する協定 仮設トイレレンタル

須坂市建設業協会 災害時における復旧協力に関する協定書 被災地における排土作業

須高ケーブルテレビ㈱
災害時におけるケーブルテレビ放送要請に関する協
定書

避難所における放送設備(テレビ)の設置

飯山市
市建設業協会、(社)県ダ
ンプカー協会飯山支部

災害時における応急対策業務に関する基本協定 災害廃棄物の収集運搬業務

須坂市

佐久市

千曲市

長野市

協定の活用
4.必要な体制(人員)整備

協定締結年月協定の相手先協定名

平成23年（2011年）4月公益社団法人北海道産業
資源循環協会

大規模災害時における災
害廃棄物の処理等の協力
に関する協定

令和2年（2020年）12月太平洋セメント株式会
社・北斗市

循環型地域社会の形成に
関する協定

令和3年（2021年）4月公益社団法人北海道浄化
槽協会・一般社団法人北
海道環境保全協会・北海
道環境整備事業協同組合

大規模災害発生時におけ
る災害対応の協力に関す
る協定

令和6年（2024年）1月北海道自動車処理協同組
合

大規模災害発生時におけ
る被災自動車の撤去等に
関する協定

北海道では、大規模な災害が発生した際に、市町村などが行う災害廃棄物の処理など
への協力について、廃棄物処理業、浄化槽保守点検業などの業界団体や、セメント会
社と協定を締結。

出典：北海道HPをもとに作成

民間事業者との連携

35

4.必要な体制(人員)整備



１．災害等廃棄物処理事業

（概要）

暴⾵、洪⽔、⾼潮、地震、台⾵等その他の異常な天然現象による被災及び海岸保全区域外の海岸への⼤量の廃棄物の漂着被害
に伴い、市町村等が実施する廃棄物の処理に係る費⽤について、「災害等廃棄物処理事業費補助⾦」により被災市町村等を財政的
に支援。

①事業主体︓市町村等（一部事務組合、広域連合、特別区を含む）

②補 助 率︓１／２

③補助根拠︓廃棄物処理法（昭和45年法律第137号） 第22条及び廃棄物処理法施⾏令（昭和46年政令第300号）第25
条

（参考）災害等廃棄物処理事業の沿⾰

・清掃法（昭和29年法律第72号、廃棄物処理法の前⾝）第18条に国庫補助の趣旨が規定

・廃棄物処理法（昭和45年法律第137号）の制定に伴い第22条に国庫補助の趣旨が規定

・平成19年に災害起因以外の海岸漂着物による漂着被害について補助メニューとして追加（災害等の「等」）

２．廃棄物処理施設災害復旧事業

（概要）

災害により被害を受けた廃棄物処理施設及び浄化槽（市町村整備推進事業）を原形に復旧する事業並びに応急復旧事業。

①事業主体︓都道府県、市町村等、廃棄物処理センター、PFI選定事業者、広域臨海環境整備センター

及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社

②補 助 率︓１／２

③補助根拠︓予算補助（阪神・淡路⼤震災及び東⽇本⼤震災は特別⽴法による法律補助）

（参考）廃棄物処理施設災害復旧事業の沿⾰

・平成５年度まで及び平成８年度以降は⽴⽬流⽤により対応

・平成６、７年度は、阪神・淡路⼤震災による被害等について⽴項⽴⽬のうえ補正予算対応

・平成26年度予算から当初予算に計上

環境省における災害関係補助事業

36

5．補助金

37

初動時の対応として、仮置場の設置や運用等の対応は重要であるが、同時に、災害査

定に向けての災害報告書の作成も重要である。補助申請に必要な根拠資料を発災直

後から整える体制、準備も忘れてはならない。

災害査定の日程は、災害発生から約２～３か月後に実施されることが多い。

出典：環境省・常総市 平成27年９月関東・東北豪雨による発生した災害廃棄物処理の記録 平成２９年３月

災害報告書、災害査定への備え（初動からの準備）

37

5．補助金

災害廃棄物発⽣量の全体量の推計

災害廃棄物量の計測

処理実⾏計画の作成

事業費の算出

災害報告書の作成

災害査定

UAV、簡易測量により体積を計測
⾒かけ⽐重を⽤い重量で推計

排出済みの廃棄物は上記で推計
これから発生する廃棄物（解体家屋

等）について重量で推計

処理の方針、期間、処理フローを検討

品目ごとに処理先と処理量を検討
災害廃棄物処理全体の事業費を算出

災害報告書をとりまとめる

災害報告書を基に査定

補助⾦精算 会計検査補助⾦申請

情報収集 仮置場設置災害発災 運搬・処理

参考：災害関係業務事務処理マニュアル

災害報告書、災害査定への備え（初動からの準備）
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5．補助金

• 補助金の採択要件を満たすこと、経費の必要性
や数量・単価の根拠を確認する資料

• 災害等廃棄物処理事業の報告について

• 添付資料

（１）気象データ等

（２）⾏政区域図等

（３）被災写真等

（４）推計資料

（５）事業費算出内訳

災害報告書の構成

（災害関係業務事務処理マニュアルはこちらから）
http://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/index.html

災害報告書とは

39

5．補助金



• 災害廃棄物に対応できる職員が不⾜
• 初動対応として、現場管理に⼈が割かれる

• 技術職員は少なく、処理は外部委託の場合も多い

• 土木部局と違い、災害査定の経験がない

• 必要な災害査定の手続きが分からない

• 財政難（処理費は⾼額のため補助⾦が必要）

• 自治体職員や地元の業者も不慣れなことが多い

市町村の現状

 膨大な書類準備が必要な補助⾦申請が困難

市町村の抱える課題

40

5．補助金

（１）気象データ等

⽬的︓どのような災害であったのかを理解してもらうため。

内容︓公的データの降⾬や暴⾵の情報をとりまとめる。

ポイント︓
 公的機関による観測結果をもとに、災害発生の事実、災
害要件を満たしていることを簡潔に示す。
⇒基本的に国の機関（気象庁等）のデータを使用する。

 災害関係業務事務処理マニュアル p.25 「（別表）災
害発生の事実確認」を確認する。
（災害原因︓降⾬、暴⾵、洪⽔、地震、⾼潮・波浪・

津波、突⾵・旋⾵、落雷、積雪、融雪、
その他（地すべり・噴火・干ばつ等）

41

（１）気象データ等 例：24時間降水量、降水量グラフ

42

（2）行政区域図等

⽬的︓被災状況を位置情報として理解してもらうため。

内容︓市町村境界、気象観測地点、仮置場、被災範囲
（浸水区域、被災家屋等）の位置関係が分かる地
図をとりまとめる。

ポイント︓
 気象観測地点を明示する。
 仮置場の場所を明示する。
 処理予定もしくは処理している処理施設を明⽰する。
 被害状況写真の撮影場所を明示する。
 浸水地域、土砂崩れ箇所等、被災している箇所を明示
する。

43



（2）行政区域図等 例：仮置場、処理施設、気象観測所
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（3）被災写真等

⽬的︓どのような被害を受けたのか理解してもらうため。
また、現状災害廃棄物がどのような状態にあるのかを理解して
もらうため。

内容︓被害状況が分かる写真をとりまとめる。
災害等廃棄物の状況が分かる写真をとりまとめる。

ポイント︓
 道路の冠⽔状況、河川の増⽔状況、⼟砂崩れの状況等（被災地区（⾏政

区）ごとに４〜８枚くらい⽤意する。）
 仮置場に集積している廃棄物種類ごとの写真があるとよいが、難しい場合は仮

置場の状況がわかるような写真を用意する。（仮置場を複数設置している場
合は、それぞれで取りまとめるとよい。）

 仮置場を設置しない場合は、廃棄物が発生している状況がわかるような写真を
用意する。

 写真の撮影位置は(2)と整合をとる。
 公費解体撤去を実施する場合、対象となる家屋の写真を求められる可能性が

ある。その場合、被害認定調査等の結果を用いるとスムーズだが、水害の場合
は必ず浸水高さがわかるものが必要。 45

（3）被災写真等 例：被災の状況
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（3）被災写真等 例：仮置場の状況
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（4）推計資料

⽬的︓処理しなければならない災害廃棄物量を明確にし、
事業費の算出の根拠とするため。

内容︓被害状況から⽚付けごみと公費解体撤去から発⽣
する災害廃棄物量を、品⽬別に推計する。

ポイント︓
 事業費算出内訳の員数の根拠となる。
 災害廃棄物処理実⾏計画を作成している場合は、代
用することが可能。

 廃棄物の処理の流れがわかるようにしておくとよい。（どこ
にどれだけお⾦がかかるのかがわかりやすい。）

 未確定な部分の推計には、根拠が必要。
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（4）推計資料 例：処理実行計画
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（５）事業費算出内訳

⽬的︓事業費の算出の根拠を⽰すため。

内容︓それぞれの事業費を積算する。

ポイント︓
 補助対象となる経費
①労務費、②借上費、③燃料費、④機械器具修繕費、
⑤薬品費、⑥道路整備費、⑦⼿数料、⑧委託料（解
体⼯事費、仮設⼯事費、運搬費、処理・処分費、諸経
費）
 ⾒積書、積算根拠（設計図書等）、随意契約理由
書、協定書、等が必要なので、契約ごとにまとめておく。

 実績分（支払い済み）と推計分に分けて積算する。
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災害廃棄物処理の流れと対応する業務

解体家屋片付けごみ

仮置場

収集運搬業務

分別管理業務

処理施設

運搬業務

解体業務

処分業務

運搬

運搬運搬

災害廃棄物処理の流れ
災害等廃棄物
処理事業

（５）事業費算出内訳

災害廃棄物処理の流れと対応する業務
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事業費算出内訳とは

• 算出した事業費の明細資料

• 積算単価、数量の根拠資料を整理する

• 根拠資料は委託契約書、請求書、伝票等多岐にわたる

• 作成に大変手間がかかる

（５）事業費算出内訳

発災時は、組織の混乱や情報が
錯綜しており、災害報告書に必要
な伝票等の書類が揃わない。

事業費算出内訳とは

52

日報・報告書

支払伝票

写真・図面

契約書

3社⾒積

⾒積依頼書

主な根拠資料

発議書

事業費算出内訳のイメージ（５）事業費算出内訳

事業費算出内訳のイメージ
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(1)○○業務委託 見積依頼 3社見積 契約書

(2)××業務委託 仕様書 見積書 理由書

推4手数料 員数根拠

(1)○○業務委託 仕様書 3社見積 契約書 報告書 請求書 支払伝票

（５）事業費算出内訳

推計

実3委託料

総括
根拠資料（添付資料）

推2賃借料 見積書 契約書

実2賃借料 見積書 契約書 請求書 支払伝票

実1消耗品 伝票 写真 請求書 支払伝票

実4手数料 契約書 請求書 支払伝票

推1消耗品 員数根拠 見積依頼 3社見積

実績

推3委託料

事業費算出内訳 組み立て例
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（５）事業費算出内訳

実3委託料

(1)○〇業務委託 発議書 3社見積 契約書 報告書 請求書 支払伝票

実3(1)① 実3(1)② 実3(1)③ 実3(1)④ 実3(1)⑤ 実3(1)⑥添付資料の番号

事業費算出内訳 主な根拠資料
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（５）事業費算出内訳

事業費算出での留意事項

諸経費について
 諸経費は「仮置場及び土砂混じりがれき」と「解体工事
」にかかる委託業務のみ15%まで計上できる。

 令和3年度以降に発災した災害からは、これらの委託業
務について⼟⽊積算基準に基づいて積算を⾏う際は、
同基準に定める間接⼯事費及び⼀般管理費等が補助
対象に追加された。（出典︓令和3年9 月3日付事務
連絡「仮置場及び土砂混じりがれきにかかる委託業務
の諸経費について（通知）」）

 ただし、災害ごとに状況が変化するため、必ずその災害に
関する通知を確認することが重要。
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近年の動向

最近の査定では詳細な資料を添付せず、集計表を添
付してもらうようになっている。

例）⽇報を添付せず、⼈数の集計表のみ添付する。
査定時に質問を受けたら詳細資料を提⽰。

 災害報告書には詳細な資料を簡潔にまとめた集計表を
添付する。

 査定官から指摘を受けた際には速やかに回答できるよう
バックデータは必要になる。
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最後にご紹介
災害廃棄物Web研修アプリ

アクションのアイコ
ンをドラッグ＆ドロ
ップしフローを完成
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http://oyo-disaster-prd-elb-662971501.ap-northeast-1.elb.amazonaws.com/
ユーザー名：oyouser
パスワード：quzg!4cHgG$#

＜アクセス先＞


